
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のクライアントを広域ネットワークに接続するアクセスポイントを提供する接続装
置であって、
　前記複数のクライアントのうち少なくとも一のクライアントと情報のやり取りを電波で
行う無線通信手段と、
　前記一のクライアントで認識可能な告知情報を格納する告知情報格納手段と、
　前記一のクライアントからの電波の受信状態に基づいて、前記一のクライアント 置
を検出する

状態検出手段と、
　 検出された前記一のクライアントの位置 と、前記アクセスポイントに接
続される他のクライアントの位置と

を判断する位置判断手段と、
　 所定の位置関係にあると判断 とき、 告知情報を、前記一
のクライアントに送信する情報送信手段と
　を備える接続装置。
【請求項２】
　請求項１記載の接続装置であって、
　前記所定の位置関係は、前記一のクライアントと前記他のクライアントとが、所定の距
離内に接近 関係である接続装置。
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の位
とともに、前記一のクライアントが備えるアンテナの指向性に基づいて、前記

一のクライアントの向きを検出する
前記 および向き

に基づいて、前記一のクライアントが前記他のクライ
アントに対峙した所定の位置関係にあるか否か

前記 された 前記格納されている

して対峙する



【請求項３】
　請求項１ 記載の接続装置であって、
　前記無線通信手段は、３以上のセクタアンテナを有し、
　前記状態検出手段は、前記３以上のセクタアンテナが前記一のクライアントからそれぞ
れ受信する電波信号のレベルから、前記一のクライアントの方位を検出する方位検出手段
と、
　前記一のクライアントへの送信信号に対する前記一のクライアントからの受信信号の到
達遅延時間から、前記一のクライアントとの距離を検出する距離検出手段とを備え、
　前記方位検出手段と前記距離検出手段とにより検出された前記一のクライアントの方位
および距離から、前記無線クライアントの位置を検出する接続装置。
【請求項４】
　前記告知情報格納手段に格納される告知情報を更新する管理クライアントを備える請求
項１ないし のいずれか記載の接続装置。
【請求項５】
　広域ネットワークとローカルエリアネットワークとを相互接続するルータ機能を有する
請求項１ないし のいずれか記載の接続装置。
【請求項６】
　前記ローカルエリアネットワークは、情報の通信を電波で行う無線ローカルエリアネッ
トワークである請求項 記載の接続装置。
【請求項７】
　 広域ネットワークに接続する方法であ
って、
　前記複数のクライアントのうち少なくとも一のクライアントと電波による情報のやり取
りを行い、
　前記一のクライアントで認識可能な告知情報を 格納しておき、
　前記一のクライアントからの電波の受信状態に基づいて、前記一のクライアント 置
を検出し、
　

　 検出 前記一のクライアントの位置 と、前記アクセスポイントに接
続される他のクライアントの位置と

を判断し、
　 所定の位置関係にあると判断 とき、 告知情報を、前記一
のクライアントに送信する
　接続方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、移動するクライアントに対する情報提供技術に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、携帯端末やウェアラブル機器などの移動機器であるクライアントが、所定の位置（
例えば、店舗、自動販売機、移動型店舗、施設、マンション、イベント会場におけるブー
ス等）に接近したときに、所定の情報である告知情報（例えば、広告情報、広報情報、案
内情報等）の提供を受けるシステムが提案されている。こうしたシステムでは、クライア
ントは、ＧＰＳ (Global Positioning System)などの装置を利用して自己の位置情報を検
出してから、この位置情報を基地局に送信することにより、基地局から告知情報の提供を
受けていた。
【０００３】
下記文献には、ＧＰＳを利用した移動機器情報提供技術が記載されている。
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に基づいて、前記一のクライアントが前記他のクライ

アントに対峙した所定の位置関係にあるか否か
前記 された 前記格納されている



【特許文献１】
特開２００２－２５９２５３号公報
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、携帯端末やウェアラブル機器などの移動機器において、限られたバッテリ
ー電力をＧＰＳなどの装置で消費すること、また、限られた筐体スペースにＧＰＳなどの
装置を組み込むことは、移動機器に求められる省電力化・小型化の要請に反するため、位
置情報の検出機能や判断機能を移動機器側に備えることは困難であった。
【０００５】
本発明は、上記した問題点を解決するためになされたものであり、告知情報の提供を受け
る移動機器の省電力化・小型化を図ることを目的とする。
【０００６】
【課題を解決するための手段およびその作用・効果】
　上記した課題を解決するため、 複数のクライアントを広域ネット
ワークに接続するアクセスポイントを提供する接続装置であって、前記複数のクライアン
トのうち少なくとも一のクライアントと情報のやり取りを電波で行う無線通信手段と、前
記一のクライアントで認識可能な告知情報を格納する告知情報格納手段と、前記一のクラ
イアントからの電波の受信状態に基づいて、前記一のクライアント 置を検出する

状態検出手段と、 検出された前記一のクライアントの位置
と、前記アクセスポイントに接続される他のクライアントの位置と

を判断
する位置判断手段と、 所定の位置関係にあると判断 とき、
告知情報を、前記一のクライアントに送信する情報送信手段とを備えることを特徴とする
。
【０００７】
　また、この接続装置に対応した接続方法の発明は、

広域ネットワークに接続する方法であって、前記複数のクライアントのうち
少なくとも一のクライアントと電波による情報のやり取りを行い、前記一のクライアント
で認識可能な告知情報を 格納しておき、前記一のクライアントか
らの電波の受信状態に基づいて、前記一のクライアント 置を検出し、

検出 前記一のクライアントの位置 と、前記アクセスポイントに接続さ
れる他のクライアントの位置と

を判断し、 所定の位置関係にあると判断
とき、 告知情報を、前記一のクライアントに送信することを特徴

とする。
【０００８】
　かかる接続装置、およびこれに対応した接続方法によれば、接続装置が、一のクライア
ントからの電波の受信状態に基づいてクライアントの位置を検出し、他のクライアントと
の位置関係が所定の位置関係にあると判断したとき、一のクライアントに告知情報を送信
する。したがって、一のクライアントである移動機器に位置情報の検出・判断などの専用
の機能を備える必要が無く、告知情報の提供を受ける移動機器の省電力化・小型化を図る
ことができる。

【０００９】
　上記の構成を有する本発明の接続装置は、以下の態様を採ることもできる。前記所定の
位置関係は、前記一のクライアントと前記他のクライアントとが、所定の距離内に接近

関係とすることができる。したがって、一のクライアントから所定の距離内の
他のクライアントに関する告知情報の提供を行うことができる。
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本発明の接続装置は、

の位 とと
もに、前記一のクライアントが備えるアンテナの指向性に基づいて、前記一のクライアン
トの向きを検出する 前記 および
向き に基づいて、前記
一のクライアントが前記他のクライアントに対峙した所定の位置関係にあるか否か

前記 された 前記格納されている

アクセスポイントを介して複数のク
ライアントを

前記アクセスポイントに
の位 前記一のクライ

アントが備えるアンテナの指向性に基づいて、前記一のクライアントの向きを検出し、前
記 された および向き

に基づいて、前記一のクライアントが前記他のクライアン
トに対峙した所定の位置関係にあるか否か 前記 さ
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また、一のクライアントのユーザが、他のクライアントに注目できる方向
を向いている際に、他のクライアントに関する告知情報の提供を行うことができる。

し
て対峙する



【００１１】
前記無線通信手段は、前記無線通信手段は、３以上のセクタアンテナを有し、前記状態検
出手段は、前記３以上のセクタア -ンテナが前記一のクライアントからそれぞれ受信する
電波信号のレベルから、前記一のクライアントの方位を検出する方位検出手段と、前記一
のクライアントへの送信信号に対する前記一のクライアントからの受信信号の到達遅延時
間から、前記一のクライアントとの距離を検出する距離検出手段とを備え、前記方位検出
手段と前記距離検出手段とにより検出された前記一のクライアントの方位および距離から
、前記無線クライアントの位置を検出するとしても良い。したがって、一の接続装置だけ
でも、クライアントの位置の検出を行うことができる。
【００１２】
前記接続装置は、前記告知情報格納手段に格納される告知情報を更新する管理クライアン
トを備えても良い。したがって、新しい告知情報を接続装置に送信することができる。
【００１３】
前記接続装置は、広域ネットワークとローカルエリアネットワークを相互接続するルータ
機能を有するとしても良い。したがって、ローカルエリアネットワークに接続されたクラ
イアントに関する告知情報を提供することができる。また、前記ローカルエリアネットワ
ークは、情報の通信を電波で行う無線ローカルエリアネットワークとしても良い。したが
って、無線ローカルエリアネットワークに接続されたクライアントに関する告知情報を、
無線ローカルエリアネットワークに接続された別のクライアントに提供することができる
。
【００１４】
【発明の実施の形態】
以下説明した本発明の構成及び作用を一層明らかにするために、以下本発明を適用した接
続装置の一つとして、無線ＩＰ電話端末に情報提供を行う無線基地局について説明する。
【００１５】
図１は、本発明の一形態である無線ＩＰ電話システムの全体構成図である。複数のクライ
アントにアクセスポイントを提供する接続装置としての無線基地局１０ａ，１０ｂは、広
域ネットワークであるインターネット６０にそれぞれ接続されている。クライアントのう
ち無線ローカルエリアネットワーク（以下、無線ＬＡＮという）を介して接続される無線
クライアントとして、ユーザ端末２０ａ，２０ｂおよび店舗端末２５がある。ユーザ端末
２０ａ，２０ｂおよび店舗端末２５は、音声情報をパケット通信により送受信して音声通
話を実現するＩＰ電話端末であり、インターネットメールなどのデータのやり取りも可能
な情報端末である。特に、店舗端末２５は、移動型店舗（ＭＣ）に備えられており、この
移動型店舗とともに移動する端末である。
【００１６】
無線基地局１０ａ，１０ｂは、それぞれの電波が届く範囲である無線ゾーン４０ａ，４０
ｂ内の無線クライアントと接続する。無線ゾーン４０ａ，４０ｂには、互いに重なるバン
ドオーバエリア５０があり、このバンドオーバエリア５０にて無線基地局１０ａ，１０ｂ
間の無線チャンネル切替え（以下、バンドオーバという）を行う。バンドオーバにより、
無線クライアントは、無線ゾーン４０ａ，４０ｂ間の移動通信が可能となる。無線基地局
１０ａ，１０ｂには、それぞれ管理クライアント３０ａ，３０ｂがローカルエリアネット
ワーク（以下、ＬＡＮという）を介して接続されている。インターネット６０には、無線
基地局１０ａ，１０ｂのほか、ゲートキーパ７０、ゲートウェイ８０、ＩＰ電話機９０な
どが接続されている。ゲートキーパ７０は、ＩＰ電話機の登録、接続先のアドレス解決、
帯域使用申請・許可などを行う。ゲートウェイ８０は、加入電話機９５が接続された加入
者電話網８５に接続され、加入電話とＩＰ電話とのプロトコル変換を行うことにより相互
の通信を可能とする。
【００１７】
次に、無線基地局１０ａ、１０ｂの内部構造について説明する。図２は、無線基地局１０
ａの内部構造を示すブロック図である。無線基地局１０ａには、インターネット６０，無
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線ＬＡＮ，ＬＡＮとの入出力をそれぞれ受け持つインターネットインターフェース部１０
０，無線ＬＡＮインターフェース部１１０，ＬＡＮインターフェース部１２０が備えられ
ている。無線ＬＡＮインターフェース部１１０には、無線クライアントと電波で情報のや
り取りを行う３台のセクタアンテナ１１５ａ，１１５ｂ，１１５ｃが接続されている。さ
らに、無線基地局１０ａには、各部からの情報の処理や各部の制御を行うコントローラ１
３０，コントローラ１３０による処理で使用される情報を一時的に記憶するメモリ１４０
，無線クライアントで認識可能な告知情報を格納する告知情報格納部１５０，無線クライ
アントの位置を検出する状態検出部１６０，クライアント間の位置関係の判断を行う位置
判断部１７０，無線クライアントに告知情報を送信する情報送信部１８０も備える。なお
、コントローラ１３０は、インターネット６０と、無線ＬＡＮまたはＬＡＮとを相互接続
するルータ機能を備える。また、無線基地局１０ａは、１６個までのグローバルアドレス
を取り扱うことができ、基地局本体を除いた１５個のＩＰアドレスをユーザ端末に割り当
てることができる。つまり、無線基地局１０ａは、１５台までのユーザ端末を接続するこ
とができる。
【００１８】
ここで、無線基地局１０ａの状態検出部１６０は、無線ゾーン４０ａ内にある無線クライ
アントの方向を検出する方向検出機能と，その無線クライアントとの距離を検出する距離
検出機能と，その無線クライアントの位置を検出する位置検出機能とを備える。それぞれ
異なる方向に指向性を持つセクタアンテナ１１５ａ，１１５ｂ，１１５ｃは、無線ゾーン
４０ａ内にある無線クライアントからの電波信号をそれぞれ受信している。状態検出部１
６０は、方向検出機能により、それらの電波信号間の受信レベルの差分と、内蔵の記憶回
路（図示せず）に予め蓄積しているセクタアンテナ１１５ａ，１１５ｂ，１１５ｃの放射
特性とを比較し、無線基地局１０ａに対する無線クライアントの方向を検出する。また、
状態検出部１６０は、距離検出機能により、無線基地局１０ａからの送信信号に対する無
線クライアントからの受信信号の遅延時間から、無線基地局１０ａと無線クライアントと
の距離を検出する。次に、状態検出部１６０は、位置検出手段により、検出した無線クラ
イアントの方向および距離に基づいて、無線クライアントの位置を検出する。なお、セク
タアンテナの台数を更に増加させることにより、位置検出の精度の向上を図ることができ
る。この無線クライアントの位置を検出する技術に関しては、特開２００２－４４７０６
号公報に記載されている。
【００１９】
無線基地局１０ａの位置判断部１７０は、例えば、図１に示した場合（無線ゾーン４０ａ
内にユーザ端末２０ａと店舗端末２５がある場合）では、状態検出部１６０により検出さ
れたユーザ端末２０ａの位置と、状態検出部１６０により検出された店舗端末２５の位置
との関係を比較する。この位置関係の比較から、ユーザ端末２０ａと店舗端末２５とが、
所定の距離内（例えば、３０メートル以内）に接近する関係にあるか否かの判断を行う。
【００２０】
情報送信部１８０は、位置判断部１７０でのユーザ端末２０ａと店舗端末２５とが所定の
距離内に接近しているとの判断に基づき、告知情報格納部１５０に予め格納しておいた店
舗端末２５に関する告知情報を、このユーザ端末２０ａに送信する。無線基地局１０ｂの
内部構造は、無線基地局１０ａの内部構造と同様である。
【００２１】
次に、ユーザ端末２０ａ，２０ｂおよび店舗端末２５の内部構造について説明する。図３
は、ユーザ端末２０ａの内部構造を示すブロック図である。ユーザ端末２０ａは、コント
ローラ２００，メモリ２１０，無線ＬＡＮインターフェース部２２０，音声インターフェ
ース部２３０，入力部２４０，表示部２５０などを備える。コントローラ２００は、各部
からの情報の処理や各部の制御を行う。メモリ２１０は、コントローラ２００による処理
で使用される情報を一時的に記憶する。無線ＬＡＮインターフェース部２２０は、無線Ｌ
ＡＮとの入出力を行う。音声インターフェース部２３０には、音声入力を行うマイクロホ
ン２６０，音声出力を行うスピーカ２７０が接続され、音声の入出力を行う。入力部２４
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０は、ユーザによるダイヤル操作などを検知する。表示部２５０は、ディスプレイに文字
や画像などの情報を表示する。ユーザ端末２０ｂおよび店舗端末２５の内部構造は、ユー
ザ端末２０ａの内部構造と同様である。なお、店舗端末２５は、必ずしもユーザ端末２０
ａと同様の内部構造である必要はなく、少なくとも無線基地局１０ａが店舗端末２５の位
置を検出できる機能を有するものであれば良い。
【００２２】
次に、管理クライアント３０ａの内部構造について説明する。図４は、管理クライアント
３０ａの内部構造を示すブロック図である。管理クライアント３０ａは、コントローラ３
００，メモリ３１０，ＬＡＮインターフェース部３２０，データベース保持部３３０，キ
ーボードやマウスなどの入力部３４０，ディスプレイなどの表示部３５０などを備える。
コントローラ３００は、各部からの情報の処理や各部の制御を行う。メモリ３１０は、コ
ントローラ３００による処理で使用される情報を一時的に記憶する。ＬＡＮインターフェ
ース部３２０は、ＬＡＮを介して無線基地局１０ａと情報のやり取りを行う。データベー
ス保持部３３０は、無線基地局１０ａの告知情報格納部１５０に格納される店舗端末２５
に関する告知情報をデータベースとして蓄積する。管理クライアント３０ｂの内部構造は
、管理クライアント３０ａの内部構造と同様である。
【００２３】
次に、管理クライアント３０ａが、店舗端末２５に関する告知情報である広告データを無
線基地局１０ａの告知情報格納部１５０に保存する処理（以下、保存処理という）につい
て説明する。この広告データは、店舗端末２５を備えた移動型店舗に関する音声の広告情
報であり、アナログデータである音声データをデジタル機器でやり取りすることが可能な
デジタルデータに変換したもので、ＩＰ電話端末で再生できるものである。図５は、保存
処理を示したフローチャートである。右側が無線基地局１０ａのフローチャートであり、
左側が管理クライアント３０ａのフローチャートである。管理クライアント３０ａは、広
告データを作成するか、または記録媒体やネットワークから読み込むなどして、広告デー
タをメモリ３１０に準備しておく（ステップＳ５００）。次に、管理クライアント３０ａ
は、ＬＡＮを介して、準備された広告データを無線基地局１０ａに送信する（ステップＳ
５１０）。
【００２４】
無線基地局１０ａは、送信された広告データを受信すると（ステップＳ５２０）、受信し
た広告データを告知情報格納部１５０に保存する（ステップＳ５３０）。その際、保存日
時も併せて保存する。同様に、管理クライアント３０ｂは、無線基地局１０ｂ対して保存
処理を行う。
【００２５】
次に、無線ＩＰ電話システムにおけるユーザ端末２０ａのゲートキーパ７０への登録処理
について説明する。ユーザ端末２０ａは、無線ゾーン４０ａに入ると、無線基地局１０ａ
にリンク確立要求を送信する。無線基地局１０ａは、そのリンク確立要求を受信すると、
ユーザ端末２０ａにリンク確立通知を送信するとともにＩＰアドレスを割り当てる。次に
、ユーザ端末２０ａは、無線基地局１０ａに端末ＩＤを通知する。ここで、端末ＩＤとは
、端末を特定するための識別子であり、例えば、ＩＰアドレス，ＭＡＣ (Media Access Co
ntrol)アドレス，予め割り当てられている電話番号などがある。端末ＩＤを受信すると、
無線基地局１０ａは、ゲートキーパ７０へ、端末ＩＤと基地局を特定するための識別子で
ある基地局ＩＤとを通知する。
【００２６】
ゲートキーパ７０は、端末ＩＤと基地局ＩＤとを受信すると、ゲートキーパ７０に備えら
れた端末管理テーブル７５に登録を行う。図６は、端末管理テーブル７５の一例を示す図
である。端末管理テーブル７５には、端末ＩＤとしての電話番号，ＩＰアドレス，ＭＡＣ
アドレスと、基地局ＩＤとが関連付けられて登録されている。例えば、ユーザ端末２０ａ
が、無線基地局１０ａの無線ゾーン４０ａから、無線基地局１０ｂの無線ゾーン４０ｂに
移動する場合には、端末管理テーブル７５のＩＰアドレスと基地局ＩＤとが更新される。
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この登録処理は、所定のタイミングで行われている。同様に、ユーザ端末２０ｂ、店舗端
末２５についても登録処理が行われる。
【００２７】
次に、無線ＩＰ電話システムにおけるユーザ端末２０ａからユーザ端末２０ｂへ通話する
場合の音声通信について説明する。ユーザ端末２０ａの入力部２４０に、接続要求をする
ユーザ端末２０ｂの電話番号を入力すると、ユーザ端末２０ａは、無線基地局１０ａを介
して、ゲートキーパ７０に、この電話番号を送信する。ゲートキーパ７０は、端末管理テ
ーブル７５に基づき、この電話番号に対応するユーザ端末２０ｂのＩＰアドレスを、無線
基地局１０ａを介して、ユーザ端末２０ａに送信する。ユーザ端末２０ａは、このＩＰア
ドレスを受信すると、このＩＰアドレスに基づいて、無線基地局１０ａを介したユーザ端
末２０ｂとの通信の接続を確立する。
【００２８】
ユーザ端末２０ａとユーザ端末２０ｂとの通信の接続が確立されると、ユーザ端末２０ａ
は、ユーザ端末２０ｂに発呼信号を送信する。ユーザ端末２０ｂは、発呼信号を受信する
と、ユーザ端末２０ａに被呼信号を送信する。その後、ユーザ端末２０ｂがオンフックさ
れることにより、ユーザ端末２０ｂは、ユーザ端末２０ａに応答信号を送信する。ユーザ
端末２０ａが、応答信号を受信すると、ユーザ端末２０ａとユーザ端末２０ｂとの音声通
信の接続が確立される。以降、ユーザ端末２０ａとユーザ端末２０ｂいずれかがオフフッ
クされるまで、音声通信またはデータ通信が行われる。なお、例としてユーザ端末２０ａ
とユーザ端末２０ｂとの音声通信を記載したが、この無線ＩＰ電話システムでは、ユーザ
端末２０ａ，２０ｂ，店舗端末２５，ＩＰ電話機９０，加入電話機９５のそれぞれの間で
音声通話が可能である。
【００２９】
ここで、ユーザ端末２０ａからユーザ端末２０ｂへ発信する場合の無線基地局１０ａが、
音声の広告データをユーザ端末２０ａに提供する処理（以下、音声情報提供処理という）
について説明する。図７は、音声情報提供処理を示した無線基地局１０ａのフローチャー
トであり、図８は、広告データの送信が行われる場合の通信について説明するシーケンス
図である。
【００３０】
前述のユーザ端末２０ａとユーザ端末２０ｂとの通信の接続が確立された後において、ユ
ーザ端末２０ａからユーザ端末２０ｂへの発呼信号があるか判断する（ステップＳ７００
）。発呼信号がなければ、処理を終了する。発呼信号があれば、店舗端末２５が、無線ゾ
ーン４０ａ内にあるかを判断する（ステップＳ７１０）。店舗端末２５が、無線ゾーン４
０ａ内になければ、広告データを提供する必要がないため、処理を終了する。店舗端末２
５が、無線ゾーン４０ａ内にあれば、上述した状態検出部１６０にて、店舗端末２５から
の電波の受信状態に基づいて店舗端末２５の位置の検出を行い（ステップＳ７２０）、ユ
ーザ端末２０ａからの電波の受信状態に基づいてユーザ端末２０ａの位置の検出を行う（
ステップＳ７３０）。そして、上述した位置判断部１７０にて、検出した店舗端末２５の
位置とユーザ端末２０ａの位置との位置関係の判断を行う（ステップＳ７４０）。店舗端
末２５とユーザ端末２０ａとが、所定の距離内（例えば、３０メートル以内）に接近して
いる位置関係にあると判断した場合には、上述した情報送信部１８０にて、告知情報格納
部１５０に保存しておいた店舗端末２５に関する広告データをユーザ端末２０ａに送信す
る（ステップＳ７５０）。接近している位置関係ではないと判断した場合には、処理を終
了する。そして、ユーザ端末２０ｂからユーザ端末２０ａへの応答信号がなければ（ステ
ップＳ７６０）、広告データの送信を継続する（ステップＳ７５０）。応答信号があれば
、処理を終了する。
【００３１】
音声情報提供処理により、ユーザ端末２０ａは、発呼信号を送信した後から応答信号を受
信するまで、無線基地局１０ａから広告データを受信して、この広告データの再生をスピ
ーカ２７０で行う。
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【００３２】
なお、本実施例では、音声情報提供処理における広告データ送信の始期は、発呼信号の有
無で決定されているが（ステップＳ７００）、被呼信号の有無で決定することも可能であ
る。また、ユーザ端末２０ａからユーザ端末２０ｂへ発信する場合を記載したが、ユーザ
端末２０ｂからユーザ端末２０ａへ発信する場合には、同様に、無線基地局１０ｂからユ
ーザ端末２０ｂに対して音声情報提供処理が行われる。また、ユーザ端末２０ａの通話の
相手は、ユーザ端末２０ｂとして記載したが、ＩＰ電話機９０や加入電話機９５などのユ
ーザ端末２０ａと通話可能な端末であれば良い。また、広告送信処理のタイミングは、音
声情報の通信の開始の際に限らず、音声情報の通信の終了の際、または、音声情報の通信
の途中に行うことも可能である。また、音声通話の際ではなく、ユーザ端末２０ａと店舗
端末２５とが、所定の距離内に接近する場合に、無線基地局１０ａからユーザ端末２０ａ
に発呼して、広告データを送信しても良い。
【００３３】
以上説明した実施例によれば、無線基地局１０ａが、ユーザ端末２０ａおよび店舗端末２
５からの電波の受信状態に基づいてユーザ端末２０ａおよび店舗端末２５の位置を検出し
、ユーザ端末２０ａと店舗端末２５とが、所定の距離内に接近する位置関係と判断した場
合に、店舗端末２５に関する広告データをユーザ端末２０ａに送信する。したがって、ク
ライアントである移動機器に位置情報の検出・判断などの専用の機能を備える必要が無く
、告知情報の提供を受ける移動機器の省電力化・小型化を図ることができる。
【００３４】
以上、本発明の実施の形態について説明したが、本発明はこうした実施の形態に何ら限定
されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲内において様々な形態で実施し得る
ことは勿論である。例えば、本実施例の告知情報は、音声の広告情報として音声通話の際
にユーザ端末２０ａに提供するものであるが、文字の広告情報として音声通話に関わり無
くユーザ端末２０ａに提供するとしても良い。
【００３５】
ここで、無線基地局１０ａが、文字による広告データをユーザ端末２０ａに提供する処理
（以下、文字情報提供処理という）について説明する。図９は、文字情報提供処理を示し
た無線基地局１０ａのフローチャートである。なお、この実施の形態において、上述の保
存処理における無線基地局１０ａの告知情報格納部１５０に保存される告知情報である広
告データは、店舗端末２５を備えた移動型店舗に関する文字の広告情報であり、ユーザ端
末２０ａの表示部２５０で表示可能な文字データである。
【００３６】
店舗端末２５が、無線ゾーン４０ａ内にあるかを判断する（ステップＳ９００）。店舗端
末２５が、無線ゾーン４０ａ内になければ、広告データを提供する必要がないため、処理
を終了する。店舗端末２５が、無線ゾーン４０ａ内にあれば、少なくとも一のユーザ端末
が、無線ゾーン４０ａ内にあるか否かを判断する（ステップＳ９１０）。ユーザ端末が、
無線ゾーン４０ａ内になければ、広告データを提供する必要がないため、処理を終了する
。例えば、無線ゾーン４０ａ内のユーザ端末としてユーザ端末２０ａがある場合には、上
述した状態検出部１６０にて、店舗端末２５からの電波の受信状態に基づいて店舗端末２
５の位置の検出を行い（ステップＳ９２０）、ユーザ端末２０ａからの電波の受信状態に
基づいてユーザ端末２０ａの位置の検出を行う（ステップＳ９３０）。そして、上述した
位置判断部１７０にて、検出した店舗端末２５の位置とユーザ端末２０ａの位置との位置
関係の判断を行う（ステップＳ９４０）。
【００３７】
店舗端末２５とユーザ端末２０ａとが、所定の距離内（例えば、３０メートル以内）に接
近している位置関係にあると判断した場合には、上述した情報送信部１８０にて、告知情
報格納部１５０に保存しておいた店舗端末２５に関する広告データをユーザ端末２０ａに
送信する（ステップＳ９５０）。その際、ユーザ端末２０ａの端末ＩＤと送信日時とを告
知情報格納部１５０に保存する。ただし、ステップＳ９５０において、ユーザ端末２０ａ
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への前回の送信の際に保存した送信日時が、上述した保存処理で保存しておいた広告デー
タの保存日時の後である場合には、同じ内容の広告データをユーザ端末２０ａに送信する
ことを避けるため、広告データの送信を行わない。接近している位置関係ではないと判断
した場合にも、広告データの送信を行わない。そして、無線ゾーン４０ａ内の全てのユー
ザ端末についての位置関係の判断を行っていなければ（ステップＳ９６０）、全てのユー
ザ端末についての位置関係の判断が完了するまで、ステップＳ９３０からの処理を繰り返
す。全てのユーザ端末についての位置関係の判断が行われた場合は、処理を終了する。無
線基地局１０ａは、所定のタイミングでこの文字情報提供処理を繰り返す。
【００３８】
文字情報提供処理により、広告データの送信を受けたユーザ端末２０ａは、この広告デー
タを表示部２５０のディスプレイに表示する。図１０は、ユーザ端末２０ａの表示部２５
０に表示された広告データの一例を示す図である。
【００３９】
以上説明した実施の形態によれば、音声通話の際に関わり無く、無線基地局１０ａは、店
舗端末２５に接近している全てのユーザ端末に告知情報の提供を行うことができる。なお
、この実施の形態におけるユーザ端末２０ａは、必ずしもＩＰ電話機能を備えている必要
はなく、文字の告知情報を表示する機能を備えた端末であれば良い。
【００４０】
また、無線基地局１０ａは、上述の音声情報提供処理や文字情報提供処理において、ユー
ザ端末２０ａを使用するユーザの個人情報を取得して、広告データにこの個人情報を反映
しても良い。この個人情報は、無線基地局１０ａに備えるメモリ１４０などに予め記憶し
ておいても良いし、個人情報を管理するサーバなどからネットワーク経由で入手しても良
い。例えば、個人情報からユーザの嗜好を判断して、ユーザの嗜好に合う広告データを送
信したり、広告データの一部を書き換えたりすることができる。また、無線基地局１０ａ
は、上述の音声情報提供処理や文字情報提供処理において、ユーザ端末２０ａを使用する
ユーザの個人情報を取得して、広告データを送信して良いか否かを判断しても良い。例え
ば、広告データが、タバコや酒類の販売に関するものである場合に、ユーザの個人情報か
ら、ユーザが２０歳未満であると判断したら、所定の位置関係にあると判断する場合（ス
テップＳ７４０、ステップＳ９５０）であっても広告データの送信を行わないとすること
ができる。
【００４１】
また、無線基地局１０ａは、ユーザ端末２０ａが指向性を有するアンテナを備えることに
より、ユーザ端末２０ａの姿勢を検出する手段を備え、位置関係の判断を、ユーザ端末２
０ａの位置および姿勢と、店舗端末２５の位置とから、両者が対峙する関係として行うこ
とも可能である。したがって、ユーザが店舗端末を備えた対象物に注目できる方向を向い
ている際に、広告データの提供を行うことができる。また、位置判断部１７０は、無線ク
ライアントの時系列の位置データから、無線クライアントの移動を予測して位置関係を判
断しても良い。また、無線基地局１０ａは、複数の店舗端末２５に関する広告情報を取り
扱うことも可能である。また、無線基地局１０ａの接続先は、インターネット６０に限る
ものではなく、他の広域ネットワークでも良い。
【００４２】
また、店舗端末２５は、移動型店舗に備えられている端末としたが、固定の店舗に備えて
も良く、さらに、無線ＬＡＮのクライアントではなく、ＬＡＮやその他の通信手段で接続
されたクライアントであっても良い。固定の店舗の場合、店舗端末２５の位置データは、
内蔵の記憶回路（図示せず）に予め蓄積しておいても良い。
【００４３】
また、ユーザ端末２０ａ，２０ｂおよび店舗端末２５は、無線ＩＰ電話機としたが、ウェ
アラブル機器，インターネットラジオ受信機，ＰＤＡ (Personal Digital Assistant)，ノ
ートパソコンなどの携帯端末でも良い。また、告知情報は、電子メール，音声情報，ウェ
ブデータへのリンク情報といった様々な形式を想定できる。また、告知情報は、店舗の広
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告データに限られるものではなく、マンションや小規模コミュニティにおける広報情報、
イベント会場におけるブースの案内情報なども想定できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の一形態である無線ＩＰ電話システムの全体構成図である。
【図２】　無線基地局１０ａの内部構造を示すブロック図である。
【図３】　ユーザ端末２０ａの内部構造を示すブロック図である。
【図４】　管理クライアント３０ａの内部構造を示すブロック図である。
【図５】　保存処理を示したフローチャートである。
【図６】　端末管理テーブル７５の一例を示す図である。
【図７】　音声情報提供処理を示した無線基地局１０ａのフローチャートである。
【図８】　広告データの送信が行われる場合の通信について説明するシーケンス図である
。
【図９】　文字情報提供処理を示した無線基地局１０ａのフローチャートである。
【図１０】　ユーザ端末２０ａの表示部２５０に表示された広告データの一例を示す図で
ある。
【符号の説明】
１０ａ，１０ｂ…無線基地局
２０ａ，２０ｂ…ユーザ端末
２５…店舗端末
３０ａ，３０ｂ…管理クライアント
４０ａ，４０ｂ…無線ゾーン
５０…バンドオーバエリア
６０…インターネット
７０…ゲートキーパ
７５…端末管理テーブル
８０…ゲートウェイ
８５…加入者電話網
９０…ＩＰ電話機
９５…加入電話機
１００…インターネットインターフェース部
１１０…無線ＬＡＮインターフェース部
１１５ａ，１１５ｂ，１１５ｃ…セクタアンテナ
１２０…ＬＡＮインターフェース部
１３０…コントローラ
１４０…メモリ
１５０…告知情報格納部
１６０…状態検出部
１７０…位置判断部
１８０…情報送信部
２００…コントローラ
２１０…メモリ
２２０…無線ＬＡＮインターフェース部
２３０…音声インターフェース部
２４０…入力部
２５０…表示部
２６０…マイクロホン
２７０…スピーカ
３００…コントローラ
３１０…メモリ
３２０…ＬＡＮインターフェース部

10

20

30

40

50

(10) JP 3691817 B2 2005.9.7



３３０…データベース保持部
３４０…入力部
３５０…表示部

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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